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議案第25号 

 

   令和７年度松野町国民健康保険特別会計予算 

 

 令和７年度松野町の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ537,800千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、10,000千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次の

とおりと定める。 

 ⑴ 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）並びに保険給付費に係る予算額に過不足を生

じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

 

 

     令和７年３月４日提出 

 

松野町長 坂 本   浩 
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第　1　表　　歳　入　歳　出　予　算
（歳入） （単位：千円）

款 項 金　　額

令和 7年度松野町国民健康保険特別会計予算に関する説明書

５７，７１７
1.国民健康保険税

国民健康保険税1.
５７，７１７

１
2.使用料及び手数料

手数料1.
１

２
3.国庫支出金

国庫補助金1.
２

４１７，７９６
4.県支出金

県補助金1.
４１７，７９６

２５４
5.財産収入

財産運用収入1.
２５４

１
6.寄附金

寄附金1.
１

５８，９８１
7.繰入金

他会計繰入金1.
５８，９８０

基金繰入金2.
１

３，０４０
8.繰越金

繰越金1.
３，０４０
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―　3　― 国保

（歳入） （単位：千円）

款 項 金　　額

８
9.諸収入

延滞金及び過料1.
２

預金利子2.
１

雑入3.
５

歳　　入　　合　　計
５３７，８００



（歳出） （単位：千円）

款 項 金　　額

1.総務費
２２，３８７

1.総務管理費
１３，７９７

2.徴税費
８，４３０

3.運営協議会費
１６０

2.保険給付費
４１１，７２３

1.療養諸費
３５３，３８６

2.高額療養費
５５，１００

3.出産育児諸費
２，５０２

4.葬祭諸費
２２５

5.移送費
１０

6.傷病手当費
５００

3.国民健康保険事業費納付金
８８，４７６

1.医療給付費分
６１，０８９

2.後期高齢者支援金等
２１，３９５

3.介護納付金分
５，９９２

4.財政安定化基金拠出金
１

1.財政安定化基金拠出金
１
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―　5　― 国保

（歳出） （単位：千円）

款 項 金　　額

5.保健事業費
１３，５５４

1.特定健康診査等事業費
１２，４５５

2.保健事業費
１，０９９

6.基金積立金
２５４

1.基金積立金
２５４

7.諸支出金
３１４

1.繰出金
１

2.償還金及び還付加算金
３１３

8.予備費
１，０９１

1.予備費
１，０９１

歳　　出　　合　　計
５３７，８００



Ⅰ　歳　入　歳　出　予　算　事　項　別　明　細　書

（歳入） （単位：千円）

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　較

1.総　括

1.国民健康保険税
５７，７１７ ５９，９０６ △２，１８９

2.使用料及び手数料
１ １ ０

3.国庫支出金
２ ２ ０

4.県支出金
４１７，７９６ ４２０，６８９ △２，８９３

5.財産収入
２５４ ４８ ２０６

6.寄附金
１ １ ０

7.繰入金
５８，９８１ ６１，４５９ △２，４７８

8.繰越金
３，０４０ ８，８８４ △５，８４４

9.諸収入
８ １０ △２

歳　　入　　合　　計
５３７，８００ ５５１，０００ △１３，２００
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―　7　― 国保

（歳出） （単位：千円）

本年度予算額 前年度予算額 比　　較 特　定　財　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一般財源

款
本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

1.総務費

22,387 21,146 1,241 2,351 20,036
2.保険給付費

411,723 411,728 △5 408,979 1,666 1,078
3.国民健康保険事業費納付金

88,476 102,025 △13,549 88,476
4.財政安定化基金拠出金

1 1 0 1
5.保健事業費

13,554 14,224 △670 6,465 6,502 587
6.基金積立金

254 48 206 254
7.諸支出金

314 316 △2 1 313
8.予備費

1,091 1,511 △420 1,091

共同事業拠出金

0 1 △1

417,796
歳　　出　　合　　計

537,800 551,000 △13,200 116,934 3,070



2.歳　入

国民健康保険税 国民健康保険税1項1款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
比　較前年度本年度目

40,7001. 1. ・医療給付費分現年課税分一般被保険者国民健康保 57,700 59,886 △2,186 医療給付費分現年課税分40,700
険税

11,5902. ・後期高齢者支援金分現年課 後期高齢者支援金分現年課税分11,590
税分

3,9403. ・介護納付金分現年課税分 介護納付金分現年課税分3,940

1,0504. ・医療給付費分滞納繰越分 医療給付費分滞納繰越分1,050

3005. ・後期高齢者支援金分滞納繰 後期高齢者支援金分滞納繰越分300
越分

1206. ・介護納付金分滞納繰越分 介護納付金分滞納繰越分120

122. 1. ・医療給付費分滞納繰越分退職被保険者等国民健康 17 20 △3 医療給付費分滞納繰越分12
保険税

32. ・後期高齢者支援金分滞納繰 後期高齢者支援金分滞納繰越分3
越分

23. ・介護納付金分滞納繰越分 介護納付金分滞納繰越分2

57,717 59,906 △2,189計

1 款合計 57,717 59,906 △2,189

使用料及び手数料 手数料1項2款

11. 1. ・督促手数料督促手数料 1 1 0 督促手数料1

1 1 0計

―　8　― 国保1.款 国民健康保険税



―　9　― 国保2.款 使用料及び手数料

使用料及び手数料2款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
比　較前年度本年度目

2 款合計 1 1 0

国庫支出金 国庫補助金1項3款

11. 1. ・災害臨時特例補助金災害臨時特例補助金 1 1 0 災害臨時特例補助金1

12. 1. ・社会保障・税番号制度シス社会保障・税番号制度シ 1 1 0 社会保障・税番号制度システム整備費補助金1
テム整備費補助金ステム整備費補助金

2 2 0計

3 款合計 2 2 0

県支出金 県補助金1項4款

408,4791. 1. ・普通交付金保険給付費等交付金 417,796 420,689 △2,893 普通交付金408,479

3,9452. ・特別交付金 保険者努力支援分9,317
1,638・特別調整交付金分（市町分）
2,028・県繰入金（２号分）
1,706・特定健康診査等負担金

417,796 420,689 △2,893計

4 款合計 417,796 420,689 △2,893

財産収入 財産運用収入1項5款

2541. 1. ・利子及び配当金利子及び配当金 254 48 206 財政調整基金預金利子254



財産収入 財産運用収入1項5款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
比　較前年度本年度目

254 48 206計

5 款合計 254 48 206

寄附金 寄附金1項6款

11. 1. ・一般寄附金寄附金 1 1 0 一般寄附金1

1 1 0計

6 款合計 1 1 0

繰入金 他会計繰入金1項7款

20,0361. 1. ・職員給与費等繰入金一般会計繰入金 58,980 61,458 △2,478 職員給与費等繰入金20,036

8,8092. ・財政安定化支援事業繰入金 財政安定化支援事業繰入金8,809

1,6663. ・出産育児一時金等繰入金 出産育児一時金等繰入金1,666

19,0894. ・保険基盤安定繰入金（保険 保険基盤安定繰入金（保険税軽減分）19,089
税軽減分）

8,9955. ・保険基盤安定繰入金（保険 保険基盤安定繰入金（保険者支援分）8,995
者支援分）

866. ・未就学児均等割保険税繰入 未就学児均等割保険税繰入金86
金

507. ・産前産後保険税繰入金 産前産後保険税繰入金50

―　10　― 国保5.款 財産収入



―　11　― 国保7.款 繰入金

繰入金 他会計繰入金1項7款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
比　較前年度本年度目

2491. 8. ・その他一般会計繰入金一般会計繰入金 その他一般会計繰入金249

58,980 61,458 △2,478計

繰入金 基金繰入金2項7款

11. 1. ・財政調整基金繰入金財政調整基金繰入金 1 1 0 財政調整基金繰入金1

1 1 0計

7 款合計 58,981 61,459 △2,478

繰越金 繰越金1項8款

3,0401. 1. ・前年度繰越金繰越金 3,040 8,884 △5,844 前年度繰越金3,040

3,040 8,884 △5,844計

8 款合計 3,040 8,884 △5,844

諸収入 延滞金及び過料1項9款

11. 1. ・延滞金延滞金 1 1 0 延滞金1

12. 1. ・過料過料 1 1 0 過料1

2 2 0計



諸収入 預金利子2項9款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
比　較前年度本年度目

11. 1. ・預金利子預金利子 1 1 0 預金利子1

1 1 0計

諸収入 雑入3項9款

11. 1. ・一般被保険者第三者納付金第三者納付金 1 2 △1 一般被保険者第三者納付金1

12. 1. ・一般被保険者返納金返納金 1 2 △1 一般被保険者返納金1

13. 1. ・雑入雑入 3 3 0 雑入3
1・特定健康診査徴収金
1・過年度普通交付金返還金

5 7 △2計

9 款合計 8 10 △2

537,800 551,000 △13,200歳入合計

―　12　― 国保9.款 諸収入



―　13　― 国保

3.歳　出

1.款総務費

1款 総務費 1項 総務管理費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 2.給料一般管理費 13,271 12,027 1,244 2,351 10,920 一般職給3,653 3,653・

3.職員手当等 扶養手当2,054 276・
時間外勤務手当 183・
一般職期末手当 854・
一般職通勤手当 24・
一般職勤勉手当 717・

4.共済費 一般職員共済組合負担金1,153 1,153・

8.旅費 普通旅費8 8・

10.需用費 消耗品費466 362・
印刷製本費 104・

11.役務費 通信運搬費77 77・

12.委託料 電算共同処理委託料3,223 390・
電算共同処理外委託料 70・
第三者行為求償事務委託料 43・
国保事業報告システム保守委託料 240・
レセプト点検委託料 257・
国保情報集約システム運用委託料 232・
国民健康保険特別調整交付金（結核・ 1,138・
精神）申請支援業務委託料
海外療養費不正請求対策委託料 105・
国保事業報告システム改造委託料 748・

13.使用料及び 複写機使用料76 10・
賃借料 県資料作成システム使用料 66・



1款 総務費 1項 総務管理費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 18.負担金、補一般管理費 退職手当負担金2,561 622・
助及び交付 国保総合システム利用端末更新負担金 320・
金 オンライン資格確認等実施運営負担金 43・

国保総合システム外付機能運用費用負 357・
担金
レセプト点検処理外付機能開発負担金 4・
国保事業報告システム開発負担金 1,215・

2. 18.負担金、補連合会負担 526 527 △1 526 国保連合会負担金526 526・
助及び交付金
金

13,797 12,554 1,243 2,351 11,446計

1款 総務費 2項 徴税費

1. 2.給料賦課徴収費 8,430 8,432 △2 8,430 一般職給4,150 4,150・

3.職員手当等 扶養手当2,259 276・
時間外勤務手当 208・
一般職期末手当 965・
一般職勤勉手当 810・

4.共済費 一般職員共済組合負担金1,297 1,297・

8.旅費 普通旅費8 8・

10.需用費 消耗品費10 10・

―　14　― 国保1.款総務費



―　15　― 国保1.款総務費

1款 総務費 2項 徴税費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 18.負担金、補賦課徴収費 退職手当負担金706 706・
助及び交付
金

8,430 8,432 △2 8,430計

1款 総務費 3項 運営協議会費

1. 1.報酬運営協議会 160 160 0 160 国民健康保険運営協議会委員報酬160 160・
費

160 160 0 160計

1 款合計 22,387 21,146 1,241 2,351 20,036

2款 保険給付費 1項 療養諸費

1. 18.負担金、補一般被保険 350,000 350,000 0 350,000 一般被保険者療養給付費350,000 350,000・
助及び交付者療養給付
金費

2. 18.負担金、補一般被保険 2,000 2,000 0 2,000 一般被保険者療養費2,000 2,000・
助及び交付者療養費
金

3. 11.役務費審査支払手 1,386 1,386 0 1,369 17 診療報酬審査支払手数料1,386 1,276・
数料 施術報酬審査支払手数料 55・

レセプト電算処理システム手数料 17・
療養費審査手数料 38・



2款 保険給付費 1項 療養諸費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

△110退職被保険 廃止目
者等療養給
付費

△110退職被保険 廃止目
者等療養費

353,386 353,388 △2 353,369 17計

2款 保険給付費 2項 高額療養費

1. 18.負担金、補一般被保険 55,000 55,000 0 55,000 高額療養費支給金55,000 55,000・
助及び交付者高額療養
金費

2. 18.負担金、補一般被保険 100 100 0 100 高額介護合算療養費支給金100 100・
助及び交付者高額介護
金合算療養費

△110退職被保険 廃止目
者等高額療
養費

△110退職被保険 廃止目
者等高額介
護合算療養
費

55,100 55,102 △2 55,100計

―　16　― 国保2.款保険給付費



―　17　― 国保2.款保険給付費

2款 保険給付費 3項 出産育児諸費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 18.負担金、補出産育児一 2,500 2,500 0 1,666 834 出産育児一時金2,500 2,500・
助及び交付時金
金

2. 11.役務費審査支払手 2 2 0 2 審査支払手数料2 2・
数料

2,502 2,502 0 1,666 836計

2款 保険給付費 4項 葬祭諸費

1. 18.負担金、補葬祭費 225 225 0 225 葬祭費225 225・
助及び交付
金

225 225 0 225計

2款 保険給付費 5項 移送費

1. 18.負担金、補一般被保険 10 10 0 10 一般被保険者移送費10 10・
助及び交付者移送費
金

△110退職被保険 廃止目
者等移送費

10 11 △1 10計



2款 保険給付費 6項 傷病手当費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 18.負担金、補傷病手当金 500 500 0 500 傷病手当金500 500・
助及び交付
金

500 500 0 500計

2 款合計 411,723 411,728 △5 408,979 1,666 1,078

3款 国民健康保険事業費納付金 1項 医療給付費分

1. 18.負担金、補一般被保険 61,089 71,538 △10,449 61,089 一般被保険者医療給付費分納付金61,089 61,089・
助及び交付者医療給付
金費分

△110退職被保険 廃止目
者等医療給
付費分

61,089 71,539 △10,450 61,089計

3款 国民健康保険事業費納付金 2項 後期高齢者支援金等

1. 18.負担金、補一般被保険 21,395 23,804 △2,409 21,395 一般被保険者後期高齢者支援金等分納21,395 21,395・
助及び交付者後期高齢 付金
金者支援金等

分

―　18　― 国保2.款保険給付費



―　19　― 国保3.款国民健康保険事業費納付金

3款 国民健康保険事業費納付金 2項 後期高齢者支援金等 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

△110退職被保険 廃止目
者等後期高
齢者支援金
等分

21,395 23,805 △2,410 21,395計

3款 国民健康保険事業費納付金 3項 介護納付金分

1. 18.負担金、補介護納付金 5,992 6,681 △689 5,992 介護納付金分納付金5,992 5,992・
助及び交付分
金

5,992 6,681 △689 5,992計

3 款合計 88,476 102,025 △13,549 88,476

4款 財政安定化基金拠出金 1項 財政安定化基金拠出金

1. 18.負担金、補財政安定化 1 1 0 1 財政安定化基金拠出金1 1・
助及び交付基金拠出金
金

1 1 0 1計

4 款合計 1 1 0 1



5款 保健事業費 1項 特定健康診査等事業費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 1.報酬特定健康診 12,455 10,275 2,180 5,651 6,502 302 会計年度任用職員報酬348 348・
査等事業費

7.報償費 栄養士報償費416 416・

10.需用費 消耗品費413 142・
燃料費 96・
修繕料 140・
医薬材料費 35・

11.役務費 通信運搬費698 220・
自動車登録手数料 62・
車検手数料 41・
タイヤ組替手数料 18・
特定健診等データ管理手数料 288・
自動車損害賠償責任保険料 42・
自動車損害共済分担金 27・

12.委託料 特定健康診査等委託料8,197 5,199・
プリンター保守委託料 29・
特定健康診査受診率向上業務委託料 2,969・

13.使用料及び 特定健診等ＷＥＢ予約システム使用料11 11・
賃借料

17.備品購入費 自動車購入費1,751 1,711・
保健事業支援ソフトウェア購入費 40・

18.負担金、補 特定健診受診啓発ＣＭ製作負担金607 10・
助及び交付 ＫＤＢシステム負担金 402・
金 特定健診等システム運用負担金 195・

26.公課費 自動車重量税14 14・

―　20　― 国保5.款保健事業費



―　21　― 国保5.款保健事業費

5款 保健事業費 1項 特定健康診査等事業費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

12,455 10,275 2,180 5,651 6,502 302計

5款 保健事業費 2項 保健事業費

1. 7.報償費保健衛生普 1,099 3,949 △2,850 814 285 保健師報償費50 50・
及費

10.需用費 消耗品費137 114・
医薬材料費 23・

11.役務費 通信運搬費427 372・
文書作成手数料 55・

12.委託料 特定健康診査等委託料435 242・
医療費通知委託料 141・
ジェネリック医薬品差額通知委託料 52・

18.負担金、補 はり・きゅう施術補助金50 50・
助及び交付
金

1,099 3,949 △2,850 814 285計

5 款合計 13,554 14,224 △670 6,465 6,502 587

6款 基金積立金 1項 基金積立金

1. 24.積立金財政調整基 254 48 206 254 財政調整基金積立金254 254・
金積立金

254 48 206 254計



6款 基金積立金 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

6 款合計 254 48 206 254

7款 諸支出金 1項 繰出金

1. 27.繰出金直営診療施 1 1 0 1 中央診療所特別会計繰出金1 1・
設勘定繰出
金

1 1 0 1計

7款 諸支出金 2項 償還金及び還付加算金

1. 22.償還金、利一般被保険 310 310 0 310 還付金310 300・
子及び割引者保険税還 還付加算金 10・
料付金及び還

付加算金

2. 22.償還金、利保険給付費 1 1 0 1 保険給付費等交付金返還金1 1・
子及び割引等交付金償
料還金

4. 22.償還金、利その他償還 2 2 0 2 療養給付費等負担金償還金2 1・
子及び割引金 普通調整交付金返還金 1・
料

△220退職被保険 廃止目
者等保険税
還付金及び
還付加算金

―　22　― 国保6.款基金積立金



―　23　― 国保7.款諸支出金

7款 諸支出金 2項 償還金及び還付加算金 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

313 315 △2 313計

7 款合計 314 316 △2 1 313

8款 予備費 1項 予備費

1.予備費 1,091 1,511 △420 1,091

1,091 1,511 △420 1,091計

8 款合計 1,091 1,511 △420 1,091

款 共同事業拠出金 項 共同事業拠出金

△110共同事業拠 廃止款
出金

0 1 △1計

款合計 0 1 △1

537,800 551,000 △13,200 417,796 116,934 3,070歳出合計



１　特別職

備 考
年 間 支 給 率

Ⅱ　給与費明細書

区 分
職員数

給 与 費

共 済 費 合 計

(千円) (千円) (月分) (千円) (千円)

報 酬 給 料
期 末 手 当

計(千円)

(千円)

長 等 0 0

(人)

議 員 0 0
本 年 度

その他 12 160 160 160

計 12 160 0 0 160 0 160

長 等 0 0

議 員 0 0
前 年 度

その他 12 160 160 160

計 12 160 0 0 160 0 160

長 等 0 0 0 0 0 0
0

議 員 0 0 0 0 0 0
比 較

0

その他 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0

国民健康保険運営委員

国民健康保険運営委員

－　24　－



－　25　－２　一般職
　（１）総　括

備考：（　）内は、短時間勤務職員及び会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの
　　　通常の勤務時間に比し短い職員について外書き

　　　ア　会計年度任用職員以外の職員

備考：（　）内は、短時間勤務職員について外書き

区 分
職員数

給 与 費
共 済 費 合 計

(千円) (千円)
備 考報 酬 給 料 職 員 手 当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度
( 1 )

348 7,803 4,313 12,464 2,450 14,914
2

前 年 度
( 1 )

307 7,548 4,302 12,157 2,650 14,807
2

比 較
( 0 )

41 255 11 307 △ 200 107
0

区 分
扶養手当 通勤手当

時間外
勤務手当

宿日直手当 期末手当 勤勉手当
管理職員特
別勤務手当

管理職手当 住居手当 児童手当
防疫等

作業手当
行旅死亡人

取扱業務手当
動物等処理
業務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)
職員手当

本年度 552 24 391 0 1,819 1,527 0 0 0 0 0 0 0

の 内 訳
前年度 498 0 378 0 1,715

0

1,435 0 0 276 0

△ 276 0比　較 54 24 13 0 104 0 0 0

0 00

区 分
職員数

給 与 費
共 済 費 合 計

備 考報 酬 給 料 職 員 手 当 計
(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度
( 0 )

0 7,803 4,313 12,116 2,450 14,566
2

前 年 度
( 0 )

0 7,548 4,302 11,850 2,650 14,500
2

比 較
( 0 )

0 255 11 266 △ 200 66
0

区 分
扶養手当 通勤手当

時間外
勤務手当

宿日直手当 期末手当 勤勉手当
管理職員特
別勤務手当

管理職手当 住居手当 児童手当
防疫等

作業手当
行旅死亡人

取扱業務手当
動物等処理
業務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)
職員手当

本年度 552 24 391 0 1,819 1,527 0 0 0 0 0 0 0

の 内 訳
前年度 498 0 378 0 0

比　較 54 24 13 0 104

1,715 1,435 0

0 △ 276 0 0 0

0 00 276 0

092 0

92 0



　　　イ　会計年度任用職員

備考：（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し
　　　短い職員について外書き

　（２）給料及び職員手当の増減額の明細

R6人勧による引上げ
（平均改定率2.93％）

定期昇給 千円

R6人勧による手当改定
期末手当 千円 期末手当改定　0.05月増額
勤勉手当 千円 勤勉手当改定　0.05月増額
扶養手当 千円 扶養手当額変更

（配偶者△3,500円、子+1,500円）

その他 千円

千円107

区 分
職員数

給 与 費
共 済 費 合 計

備 考報 酬 給 料 職 員 手 当 計
(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度
( 1 )

348 0 0 348 0 348
0

前 年 度
( 1 )

307 0 0 307 0 307
0

比 較
( 0 )

41 0 0 41 0 41
0

区 分
扶養手当 通勤手当

時間外
勤務手当

宿日直手当 期末手当 勤勉手当
管理職員特
別勤務手当

管理職手当 住居手当 児童手当
防疫等

作業手当
行旅死亡人

取扱業務手当
動物等処理
業務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)
職員手当

本年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

の 内 訳
前年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 00

0 00

比　較 0 0 0 0 0 0

説 明 備 考
(千円) (千円)

0 0 0

給 料 255
給 与 改 定 に 伴 う

107
増 減 分

区 分
増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

職 員 手 当 11 250
92

昇 給 に 伴 う

増 加 分

148

△ 239

そ の 他 の 増 減 分 148

54
制 度 改 正 に 伴 う

増 減 分

そ の 他 の 増 減 分 △ 239

0

104
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－　27　－　（３）一般職の給料及び職員手当の状況
　　　ア　職員１人当たり給与

　　　イ　初任給

　　　ウ　級別職員数

-

区 分 一 般 行 政 職 労 務 職
平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 324,233 0

令 和 ６ 年 １ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 345,726 0

令 和 ７ 年 １ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 345,983 0
平 均 年 齢 （ 歳 ） 45.5

労 務 職 国 の 制 度
（円） （円） 一 般 行 政 職

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 313,476 0

高 校 卒 192,447 188,000

平 均 年 齢 （ 歳 ） 44.5 -

区 分
一 般 行 政 職

一 般 行 政 職 労 務 職

級 職 員 数

(円) 労 務 職 (円)

(％) 級 職 員 数 (人)

大 学 卒 224,338 220,000

区 分
構 成 比 (％)(人)

7 級 ( ) ( )
構 成 比

令 和 ７ 年 １ 月 １ 日 現 在
6 級 ( ) ( )

0 0.0

5 級 ( ) ( )
0 0.0

4 級 ( ) ( )
0 0.0

3 級 ( ) ( )
2 100.0 3 級 ( ) ( )

2 級 ( ) ( )
0 0.0 2 級 ( ) ( )

1 級 ( ) ( )
0 0.0 1 級 ( ) ( )

計 ( ) ( ) 計 ( ) ( )
2 100.0 0 0.0

7 級 ( ) ( )

令 和 ６ 年 １ 月 １ 日 現 在
6 級 ( ) ( )

0

5 級 ( ) ( )
0 0.0

4 級 ( ) ( )
0 0.0

3 級 ( ) ( )
2 100.0 3 級 ( ) ( )

2 級 ( ) ( )
0 0.0 2 級 ( ) ( )

1 級 ( ) ( )
0 0.0 1 級 ( ) ( )

計 ( ) ( ) 計 ( ) ( )
2 100.0 0 0.0



　（級別の標準的な職務内容）

　　　エ　昇給

　　　オ　期末手当・勤勉手当

区 分 合 計
代 表 的 な 職 種

一 般 行 政 職 労 務 職

職 員 数 (Ａ) (人) 2 2

本

年

度

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ) (人)

2 号 級 (人)

号 級 数 別 内 訳

4 号 級 (人)

6 号 級 (人)

8 号 級 (人)

号 級 (人)

比 率 (Ｂ)／(Ａ) (％)

職 員 数 (Ａ) (人) 2 2

前

年

度

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ) (人)

号 級 数 別 内 訳

4 号 級 (人)

2 号 級 (人)

6 号 級 (人)

8 号 級 (人)

号 級 (人)

比 率 (Ｂ)／(Ａ) (％)

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

備 考
６ 月 (月分) 1 ２ 月 (月分) ３ 月 (月分) (月分) 級 等 に よ る 加 算 措 置

本 年 度
( ) ( ) ( ) ( )

有
2.300 2.300 4.600

前 年 度
( ) ( ) ( ) ( )

有
2.250 2.250 4.500

国 の 制 度
( ) ( ) ( ) ( )

有
2.300 2.300 4.600

２ 級

局 長

区 分

係 長

６ 級

専 門 員

４ 級

一般行政職

課 長 課 長 補 佐 課 長 補 佐 上 級 専 門 員

室 長
事 務 長 上 級 栄 養 士

保 健 師 長 保 健 師 長

３ 級

技 師

１ 級

主 査

主 幹 園 長 園 長 上 級 保 育 士 主 任 栄 養 士

５ 級

社 会 福 祉 士

保 育 士

主 事

栄 養 士 栄 養 士
主 任 保 健 師 保 健 師 保 健 師

上 級 保 健 師 主 任 保 育 士 保 育 士
事 務 長

主 任 社 会 福 祉 士 社 会 福 祉 士

上 級 社 会 福 祉 士

技 師
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　　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　　　キ　地域手当

　　　ク　特殊勤務手当

　　　ケ　その他の手当

区 分
20 年 勤 続 の 者 25 年 勤 続 の 者 35 年 勤 続 の 者 最 高 限 度 そ の 他 の 退 職 時 特 別

備 考
（月分） （月分） （月分） （月分） 加 算 措 置 等 昇 給

定 年 前 早 期

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 退 職 特 例 措 置

(2～20％加算)

国 の 制 度
定 年 前 早 期

24.586875 33.27075 47.709 47.709 退 職 特 例 措 置
( 支 給 率 等 )

(2～20％加算)

支 給 対 象 地 域
支 給 率 （％）
支 給 対 象 職 員 数 （人）
国 の 制 度 （ 支 給 率 ） （％）

区 分 全 職 種
代 表 的 な 職 種
一 般 行 政 職 労 務 職

給料総額に対する比率 （％）
支 給 対 象 職 員 の 比 率

（％）

通 勤 手 当 同　　　　じ

（令和　年　月　日現在）
代 表 的 な 特 殊 勤 務

手 当 の 名 称

区 分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容
扶 養 手 当 同　　　　じ

住 居 手 当 異 　な 　る
令和元年人勧により、支給対象となる家賃額の下限を4,000円を引上げ、手当上限を1,000円引上げる改定を
行ったが、地域事情等を考慮し愛媛県は改定を行わなかった。給与等については県準拠としているため、松
野町も同様に改定なしとした。


